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≪考察まとめ≫

　精神障害者の退院促進、社会復帰を支援するにあたり、まず問題となってくるのが「住居」の問題である。

　しかし、家（箱）さえあれば生活できるというわけではなく、住む場所それぞれの地域生活支援の力が問題となってくる。その点については、全国各地で大きな課題とされ、社会復帰施設や精神科ソーシャルワーカー、訪問看護等への期待が増してきている。

　この研修は、横浜市や東京都での取り組みを例に、いかに入院から地域生活へと結び付けていくか、いかに地域での安全な暮らしを支援していくかを示してくれた。また、障害者自立支援給付法(案)などの制度環境の変化に対応すべく、今後各関係機関にどのような準備が必要か、どのような役割が求められているのかを知る機会となった。

　制度環境の変化によって、当事者への負担が重くなること等が問題視されているが、限られた社会資源と当事者とを適切に結びつけ、ひとりひとりの生活の安定を支援する力量がソーシャルワーカーに求められている。また、既存の社会資源で支援しきれないニーズにも、柔軟に対応しうる発想力、知識、技術が今後さらに必要とされてくるであろう。当事者のニーズ、社会のニーズに幅広く対応できる力を身につけることが、私の今一番の課題であると再認識させられた研修であり、そのために必要な学習、体験を積んでいかなければならないと痛感した。

1． 記念講演「ともに暮らす場を地域に求めて　～居住福祉の追求～」

　　　講師：中澤正夫（精神科医・日本精神障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学会理事・日本居住福祉学会理事）
◇「住むこと」と「暮らすこと」
　　～「住む」ことは箱さえあれば簡単に出来る。では、「暮らす」こととは？
　　　　→その土地の歴史作り（例えば行事や近所づきあい、地域の揉め事…等、小さなことでも）に参加　
　　　　　することで、「ここに暮らした」という実感を持つことが大切
　　①日本人の「暮らし方」の変化
　　　　高度経済成長による過密長時間労働社会
　　　　　　　↓
　　　　家ではプライバシーを重視し、孤立（近隣喪失）
　　　　　　　↓
　　　　家同士、近所同士の付き合いの時間がない。ヨコの繋がりがない
　　②農村と都会の違い～一長一短
　　　・農村は近隣との付き合いを大切にするが、障害者に対する偏見が強く、また、プライバシーに関し
　　　　ても認識が薄い
　　　・都会ではプライバシー保護に対して意識は高いが、近隣との付き合いが少なく、地域住民同士での
　　　　助け合いは望めない
　　③現代の「暮らし方」は、障害者だけの問題ではない
　　　　「近隣機能」を失っている現代、誰が街づくりの中心部隊となるのか？
　　　　　→住みやすい条件を作る、そのための組織作り、運動形態に一番経験をもっているのは福祉領域
　　　　　　関係者である

◇「障害者にとっての暮らしやすさ」ではなく、地域住民ひとりひとりの暮らしやすさを考えることで、居
住福祉はもっと充実する

≪考察≫
　精神障害を抱える方の地域生活を支援する上で、家族や支援者が心配することといえば「火の始末は大丈夫だろうか」「近所とのトラブルを起こさないだろうか」「薬をきちんと飲むだろうか」「家に引きこもりがちになるのではないだろうか」といったことが挙げられる。服薬や日中の過ごし方については精神科デイケア、作業所、訪問看護、地域生活支援センター、地元保健師などのサポートにより援助することができるが、火の始末や近所とのトラブルなど、毎日の実生活に即した支援というのはなかなか難しい。

　しかし、火の始末や近所とのトラブルは、なにも障害者に限った問題ではない。むしろ、周囲からの助言や支援がある分、過敏になるほど注意している方もいる。私たちの地域周辺でも、地域啓発という面ではまだまだ遅れている現状がある。そういった精神障害者に対する偏見を解消すべく、支援者はどのように働きかけていかなければならないのかを考える必要がある。

　４

2． 分科会「ひとりひとりの安心・安全・安定を支える支援の探求」

　　　話題提供：湯浅誠（NPO法人　自立生活サポートセンター・もやい／東京都）
　　　　　　　　柴田順一（中部学院大学人間福祉学部人間福祉学科）
　　　　　　　　細野博嗣（横浜市総合保健医療センター地域精神保健部）
◇各分野での取り組み
　①NPO法人　自立生活サポートセンター・もやい
　　≪支援内容≫
　　　＊アパート入居時の連帯保証人提供（入居支援事業）
　　　　・2001年5月～2004年10月末までの3年半で650人余を支援
　　　　・対象者は　元・野宿者　　　　：約7割
　　　　　　　　　　ＤＶ被害者　　　　：約2割
　　　　　　　　　　精神障害者・外国人：約1割
　　　　・居住地域は東京都内23区を中心に、東京都下（市部）、神奈川県、千葉県。また他団体との協力
　　　　　関係のもと、宇都宮・仙台・大阪でも活動
　　　＊入居後のフォロー（生活相談・支援事業）
　　　　・よろず相談室～隣人トラブル、生活保護取得など生活困窮にかかわるあらゆる相談。時に生活物
　　　　　　　　　　　　資支援、例外的に金銭貸与
　　　　・互助会（もやい結びの会）～月2回実施。茶飲み話、レクリエーション、講習など当事者間の横
　　　　　　　　　　　　のつながりを築くきっかけ作り
　　　　・安否確認ハガキ～3ヶ月に1回発送。SOS信号を受け止める
　　　　・生活保護申請への付き添い
　　　＊さまざまな課題に対応する必要性が増加
　　　　・トラブル時のアパートの片付け、残財処分（原状回復）
　　　　　　→「便利屋あうん」を発足。元・野宿者15人が働く
　　　　・野宿者への借金の督促
　　　　　　→「ホームレス総合相談ネットワーク」発足。現在、弁護士・司法書士30名が登録。法律相談
　　　　　　　会などを実施
　　　　・緊急の問題ではないが、家庭訪問の希望
　　　　　　→保健師がもやいに加入。不定期ではあるが、家庭訪問を実施
　　　　・事務所が狭く、当事者が気軽に集まれない
　　　　　　→事務所を移転。当事者の居場所として喫茶室を運営
　　≪システム≫
　　　・「保証人バンク」に登録した個人が連帯保証人として立つ
　　　　　（大家・不動産にとっては、通常の連帯保証人と変わらない）
　　　・通常の賃貸借契約とは別に、A：入居者　B：連帯保証人　C：もやい　で別途契約
　　　　→契約内容は、連帯保証人の個人としての負担を軽減するため、トラブル時には連帯保証人に代わ
　　　　　ってもやいが責任を負う（第三者弁済）というもの
　　　　　　ex）家賃滞納、夜逃げ…など
　　　・保証人提供料として2年間8,000円、互助会年会費として1年1,200円を集め、トラブル発生時の
　　　　補填資金や運営経費等とする
　　≪結果≫
　　　・契約解除者：132名（20.3％）
　　　　→死亡：17名、転居：39名、退去（入院、施設入所など）：54名、その他：22名
　　　　→補填発生：33名（退去者のうち30名、死亡者のうち3名）→全体の5.07％
　　≪課題≫

　　　・対応能力の限界
　　　　→需要が多く、新規面談予約が半年分いっぱい
　　　　→当事者からの徴収を最小限に抑えた

　②生活保護制度について

　　≪制度の現実≫

　　　　国民に最終的な安心を保障するセーフティネットである生活保護は、法律上は生活困窮者が誰でも申請できることになっている。しかし、現実的にはその建前と実際の運用の隔たり、利用の困難性が数多く指摘されている。要保護者は、福祉事務所に対して法律上は対等な関係であるのに、なぜ保障された権利を行使することができないのか。＊生活保護の適用を、法の趣旨に反して厳しく制限している自治体
　→主要都市の約8割にのぼる（読売新聞調査）～ホームレス急増の要因
　→厚生労働省は「働く能力があっても求職に努力して現実に仕事がなければ保護対象になる。申請
　　時の住居の有無は要件ではない」と適用基準を表明しているにもかかわらず、各自治体で「高齢
　　か病気、障害で働けない人しか保護しない」「住まいがない場合の保護は入院時のみ」などと制限
　　を設けている自治体が数多く存在する

　　　　→1980年代の生活保護不正受給問題を機に、締め付けが強化されたことが背景
≪求められる援助≫

　　　　要保護者は社会的に孤立している場合が多い。また、生活保護制度についても知識が乏しく、公務
員を目の前にして自分の権利を主張することは困難。しかし、受給の権利を有する人が保護を求めてきた際に追い返すことは、法に反することであり、対象者の生存権を侵害することになる。そのため、対象者らの正当な権利を主張し、生活保護担当者と対等に話し合うための援助者が必要とされる
　　≪現場への適用基準の徹底≫

　　　・生活保護は要保護者に申請権があり、相手方の同意は不要である
　　　・福祉事務所には、申請に対する応答義務がある（書面による14日以内の決定通知など）
　　　・要保護者と福祉事務所の関係は、法律上の「権利義務関係」であり、対等である。そのことを福祉
　　　　事務所の担当者は常に認識しなければならない

　　≪生活保護担当者の現実≫

　　　　大阪市の男性職員（ワーカー歴30年）のコメント
　　　　「保護の件数をできるだけ増やさないよう求められる。細かな監査もあるし、ケースが増えると担
　　　　当者の負担も大きくなる。たまたま生活保護担当に配属された行政職のワーカーが多く、慣例だけ
　　　　で運用するのも一因。それを国も自治体も本気で改善しようとしない」

　③横浜市総合保健医療センターの取り組み
　　≪後見的支援を要する障害者支援条例≫～平成14年7月施行
　　　＊施策の対象：障害者（身体・知的・精神）
　　　＊支援の内容
　　　　・後見的支援を要する障害者の生活に関する相談を受け、助言・指導等を行う
　　　　・民法の規定による後見・保佐・補助開始の審判の請求を行うために必要な支援を行う
　　　　・後見的支援を要する障害者が地域において生活を営むための場及び費用の確保を行う
　　　　・後見的支援を要する障害者が保有する資産の保全又は活用のための助言、あっせん等を行う
　　　　・現に障害者を擁護している市内在住の親等を対象として、後見的支援を要する障害者に対する支
　　　　　援に関する相談を受け、助言・指導を行う
　　　　・その他、後見的支援を要する障害者に必要な支援を行う

≪横浜市民間住宅あんしん入居事業≫

　　　＊事業対象者：横浜市内に在住（６ヶ月以上）する高齢者、障害者、特定疾患患者、ひとり親家庭の方、児童福祉施設等を退所する方、生活保護を受けている方、ＤＶ被害者、ホームレス自立支援施設を退所する方、外国人の方
　　　＊事業内容：事業対象者より横浜市住宅供給公社・区福祉保健センターなどの担当窓口に相談があった場合、対象者に不動産店を紹介し、物件を紹介してもらう。入居希望者は、横浜市の指定する保証会社と保証契約を結び、保証料を支払う（家賃・共益費等の30％、2年ごとに更新可能）。契約が成立すると、保証会社が滞納家賃などの保証を行う

　　　　　　　　　　※保証会社が立て替えた滞納家賃は、入居者は保証会社に支払わなければならない

≪横浜市総合保健医療センター生活訓練施設での地域移行支援事業≫

　　　＊基本方針：アパート等での地域生活を前提に、生活訓練を行う。利用者を「あるべき姿」に変えよ
うとはせず、その人なりの生活をオーダーメイドで組み立てる。利用者は「集団」として捉えず、個別的で具体的な援助を重視。
通過施設への適応の必要性を否定し、「施設に慣らさない」「職員に慣らさない」「施設内で意識的に仲間作りをしない」をモットーに、地域での関係づくりを重視。
サービスの活用に関しては、利用者が自主的かつ能動的に選択するように働きかける

　　　＊入所期間：利用者全体では7.4ヶ月

≪考察≫

　各地の社会復帰支援に関する施策・活動については、これまでも文献やインターネット、各研修で知る機会があったが、今回の研修ではとても斬新な取り組みを知ることができた。

　保証人問題、人権擁護問題については、支援者（第三者）が関わりづらい面もあり、なにかとトラブルとなる場合も多い。その問題について公的機関が具体的に取り組むということで、横浜市の施策はとても魅力的であった。市が中心となり、障害者の自立を支援する積極的な姿勢を示すことで、その地域の福祉力は大きく変わるであろう。

　一方、「NP0法人　自立生活サポートセンターもやい」の活動についてもまた新鮮な取り組みであると感じたが、経済面、運営方針などでの基盤がしっかりしておらず、不安定であると湯浅氏自身も話していた。大都市ならではの野宿者問題を中心に幅広い活動を展開しているが、湯浅氏は「行き当たりばったりでやっているので、利用者から出たニーズに即対応できる自由さの反面、計画性のなさが弱点」と話していた。

　自身の業務、仕事を振り返ってみると、医療法人青仁会という枠組みの中にいながらも、利用者のニーズにできるだけ応えられるよう動けるという自由さがあり、しかし全く計画性がないわけではなく、その点ではとても良い環境に恵まれていると感じた。患者、障害者を支援するための組織の一員として、既存の形式的な支援ばかりではなく、ひとりひとりのライフスタイルに沿ったオーダーメイドの支援をしていきたいと思う。

3． 講演Ⅰ「大きく変わる!?　日本の障害者福祉」
　講師：矢島鉄也（厚生労働省　社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長）

　①新たな障害保健福祉施策体系の構築
　　◇平成17年度　障害保健福祉関係予算(案)→７，５３２億円（対前年度比8.5％増）
　　◇身体障害者福祉法・知的障害者福祉法・精神保健福祉法・児童福祉法
　　◇障害保健福祉施策の見直しのポイント
　　　・障害者福祉サービスの一元化

　　　・就労支援の強化

　　　・地域の限られた社会資源を活用できるような規制緩和
　　　・公平なサービス利用のための手続きや基準の透明化、明確化
　　　・増大する福祉サービス等の費用を皆で負担し支え合う仕組みの強化
　　　　（利用したサービスの量や所得に応じた公平な負担、国の財政責任の明確化）
　　◇給付の対象者：身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児
　　◇給付の手続き：障害者または障害児の保護者が市町村等に申請を行う

　　◇費用の負担：市町村の行う自立支援給付の支給に要する費用

　　◇施行期日：自立支援医療にかかるもの→平成１７年１０月
　　　　　　　　新たな利用手続き、国等の義務的負担化に関する事項、利用者負担の見直しに関する事項
　　　　　　　　のうち、障害福祉サービスにかかるもの→平成１８年１月
　　　　　　　　新たな施設・事業体系への移行に関する事項等→平成１８年１０月

　②事業の展開
　　◇新規事業（精神障害に関わるもの）
　　　(１) 小規模作業所への支援の充実強化事業

(２) 重度障害者在宅就労促進特別事業（バーチャル工房支援事業）
　　　～在宅で就労するための訓練等の支援
(３) 精神科救急特別対策事業

　　　～24時間、365日体制で、急性期に集中的な医療を提供し、早期退院を目指す

(４) 精神障害者社会復帰施設等実態調査事業

(５) 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療体制の整備

(６) 制度改革に伴う市町村等への施行事務費等
　③精神保健福祉施策の改革～精神障害者が地域で暮らすために

　　◇自立と共生の社会づくり→地域福祉の実現
　　◇法的整備→障害者自立支援給付法（仮称）の実現
　　◇福祉と雇用の連携による就労支援の強化
　　　　＊現状として、養護学校の卒業者の半数以上が福祉施設へ
　　　　＊就職を理由に福祉施設を退所したのは年間１％のみ
　　　　　　　→「就労移行支援事業」を創設し、福祉⇔雇用のネットワークを構成。精神障害者について
　　　　　　　　も障害者雇用率制度を適用する
　　◇地域の限られた社会資源の活用
　　　　＊ひとつの施設で、異なる障害を持つ人にサービス提供
　　　　＊空き教室や空き店舗、民家の活用
　　　　＊通所サービスについて、ＮＰＯ法人等も参入できるよう運営主体の規制を緩和

　　　　＊現在、法定外の小規模作業所のうち、良質なサービスを提供できるものに関しては体系化
　　　　＊多機能型の新体系へ
　　　　　　人口規模の小さい市町村等での対応のため、地域特性を踏まえた柔軟な運営が可能となるよう
　　　　　　複数の機能のサービスを実施する多機能型を認める

≪考察≫

　精神障害者のみならず、さまざまな障害を持った方を取り巻く制度環境は、平成18年度を中心として大きく変革しようとしている。障害を持った方々を支援していく立場として、制度環境、法律などは今後も積極的に学んでいかなければならない。そして、当事者の方々に、分かりやすく、十分に理解できるよう伝えていくことが我々の役目であると思う。

　先日、青山荘の学習会で「障害者自立支援給付法の概要について」と題して行った際、「こんなことを話しても、誰も関心などないのではないだろうか…」と思いながら始めたところ、意外にも参加者の皆さんが法改正や制度の変化に興味を持ち、様々な観点から質問を寄せてくれた。自分達の生活に関わる法律だからか、分からない点などを確認するなど、いつもはあまり発言しない方までが質問してきた。予想外の突っ込んだ質問に、私自身答えられない部分が多く、自分の勉強不足を深く反省した。と同時に、参加した皆さんの反応がとても嬉しく思えた。

　法律は我々の生活を守るために作られたものであり、刑法や民法には私もとても興味がある。同じように、障害を持つ方々は自分達の生活を守るために作られ、改正される法律に興味を持ってなんら不思議はないのである。自分の身は自分で守る、セルフマネジメントの力を強化していく為にも、我々もエンパワメント支援としてこの法律を熟知し、フル活用できるような力を持たなければならない。

4． 講演Ⅱ「改革の時代の、当事者支援へのパラダイム転換」
　講師：北野誠一（NPO法人　大阪地域生活支援ネットワーク理事長）


①社会福祉基礎構造改革
　＊基本理念：「サービス利用者のエンパワーメント支援」
　＊改革の実際
　　　・規制緩和による多様なサービス提供主体の参入
　　　・利用者によるサービス選択と利用契約
　　　・サービスの事前チェックではなく、実際のサービス利用上の利用者権利擁護

　＊改革の光と影
　　　・光：高齢者の介護保険や身体・知的障害者の支援費制度と同様、サービス利用実数が格段に伸びる
　　　・影：障害別の格差、サービス提供者別の格差が広がる
　　　　　　規制緩和により、劣悪な福祉労働環境を生み出す
　　　　　　介護保険や支援費の財源問題に火がついた
　　　　　　　→影が生み出されたわけは、サービス利用者とサービス提供者の二者関係だけで「対等性」
　　　　　　　　「利用者本位」を規定しようとしたため。また、利用者の権利も、権利擁護の仕組みも確
　　　　　　　　立していないため
　＊障害者ケアマネジメントの利用
　　　・日本の障害者ケアマネジメントの評価
　　　　　　まず初めに「本人の希望」を聞く→措置的なサービスに障害者を当てはめる、という考えでは
　　　　　　なく、本人のニーズに対してサービスを提供するという考え方。しかし、ここで支援者は本人
　　　　　　の希望に合ったサービス（社会資源）の少なさに気づく。ＵＮＭＥＴ　ＮＥＥＤＳ（サービス
　　　　　　に出会えなかったニーズ）に対し、意欲的な市町村は当事者や事業者と協力し、少しでも応え
　　　　　　ようとするだろう
　　　・障害者ケアマネジメントの役割
　　　　　　本人が必要なサービスを自分でマネジメントする「セルフ(ケア)マネジメント」を支援するた
　　　　　　めの「障害者ケアマネジメント」→エンパワメント支援
　　　　　　医療モデルの認識から脱し、生活者の一人としてとらえた上でのニーズ把握、サービスなどの
　　　　　　マネジメントを行うよう心がけなければならない

≪考察≫

　市町村を中心とした福祉施策展開の流れの中、早くも地域格差が生じてきているという報告を耳にするようになった。それぞれの地域性や市町村の姿勢の違いが浮き彫りになってきていると感じる。

　障害者ケアマネジメントについては数年前から障害者支援手法として注目され、青山荘でも利用者の方々のニーズ把握と支援目標設定を目的として利用している。社会資源よりもまず本人のニーズを聞き出し、必要な支援、サービスなどと結び付けていくという流れは、確かに本人中心であり、理想的な支援手法であるとは思う。しかし、これまで何度となくアセスメント、ケア計画書を作成してきたが、ケア計画作成時にいつも「満たされないニーズ及びその解決方法（ケアサービスの開発）」という欄が空白のままであることが多い。アセスメントの段階で出てきたニーズに対しケア計画を作成するのだが、「このニーズに対応できる社会資源がないから…」「これは実現できそうにないから…」と本人・ケアマネ従事者が諦めて記入しないという場合が多いように思う。私自身も、そのような考えから未記入のまま作成していたことが多かった。

　北野氏も言うように、ニーズに対応しうる社会資源がなくとも、これから開発すべき社会資源として記載し、市町村等に訴えていくべきであり、そのための支援を行う役割が私たちソシャルワーカーに求められていると感じた。

5． シンポジウム「暮らしの営みに力を！　～激変する制度環境と地域生活支援の展望～」
　シンポジスト：平川淳一（医療法人社団光生会平川病院院長／東京都、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本精神病院協会診療報酬委員会委員長）
　　　　　　　　武田牧子（社会福祉法人桑友　理事長／島根県、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保障審議会障害者部会　委員）
　　　　　　　　小池尚志（神奈川県精神保健福祉センター　調査・社会復帰課調査指導班）
　　　　　　　　山本深雪（NPO法人　大阪精神医療人権センター　事務局長、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　精神病床等に関する検討会　委員）
　助言者：北野誠一（NPO法人　大阪地域生活支援ネットワーク　理事長）

①厚生労働省のいう「改革」の主な中身とは
　◇障害者自立支援給付法という３障害統一の法律に再編
　◇応能負担から応益負担へ（サービスの利用量・額に応じて原則１割負担）
　◇精神保健福祉法32条を廃止し、「自立支援医療」で原則１割負担
　◇給付の厳格化、審査・ケアプラン作成の実施
　◇地域生活支援センターなどの機能別再編（就労支援機能、憩いの場機能）、障害別の枠組みの廃止
　◇入所型施設の形態別再編、障害別の枠組みの廃止
　◇国・都道府県の障害者福祉予算の「義務経費」化（これまでは国の景気に左右される「裁量的経費」）

②サービス利用までの手続き～利用者の現状・ニーズを審査し、サービスを提供
　　ａ．市町村にサービス利用の申請をする
　　ｂ．市町村による一次判定が行われる
　　　　　※ホームヘルプ、ショートステイ、ケアホームを利用する場合（介護給付）は「障害者給付審査
　　　　　　会」の二次判定が必要
　　ｃ．市町村より、障害程度区分の認定を受ける（3段階）
　　ｄ．認定に基づき、相談支援事業者と相談して「サービス利用計画」を作成し、市町村に提出する
　　　　　※標準モデル以上の量のサービスを利用したい場合は「障害者給付審査会」の審査を受ける
　　ｅ．市町村が支給決定をする
　　ｆ．市町村から支給決定の通知を受け、サービスを利用する
③居住支援サービスの再編について


　














④居住サポート事業のイメージ

　◇家主・障害者とも安心して入居できる環境→地域生活の場（住まい）の確保
　◇障害者の地域生活の支援→施設から在宅への流れの促進











⑤障害福祉サービスの利用者負担の見直し～サービス量と所得～

　◇所得にのみ着目した応能負担から、サービス量と所得に着目した負担の仕組みへ
　◇国、都道府県の財政責任の強化を図る








⑥医療内容面での見直し
　◇精神障害者の通院にかかわる公費負担医療制度の概要

　　　一般



　　　

生保
　◇精神通院公費制度への医療機関指定制の導入
　　都道府県知事が行う診療内容及び公費請求の審査・監査等を通じて、医療内容の質の向上に資する
　◇支給決定の有効期間を1年に統一（更生医療、育成医療は現在1年）
　　1年ごとに医療の必要性や所得の状況を確認
　◇医療実態に関する実証的な研究促進と制度運営への反映
　　対象者の判断基準（審査指針等）や医学進歩に応じた医療内容を明確化。重度かつ継続の対象となる者
　　の基準等について見直しを図る

◆制度環境の変化による問題点
　＊平川氏「医療の立場で」
　　→精神科病院の変化：入院医療主体から地域保健・医療・福祉を中心としたあり方への転換という大き
　　　　　　　　　　　　な流れに存在する。収容という形態だけでは病院の存在価値がない
　　→平川病院での実践：新規入院利用者の8割が6ヶ月以内で退院、3年以上の入院利用者は1.7％と少な
　　　　　　　　　　　　い。平均在院日数、新規入院数は減少し、その反面、外来患者数が増加。統合失
　　　　　　　　　　　　調症を中心に、入院治療から外来治療に大きく変化してきている

　　→地域の中での病院の役割：診断・治療、看護、介護、緊急時対応、リハビリテーション、給食及び栄
養指導、薬剤管理・服薬指導、本人及びご家族への相談業務

　　→これからの病院の役割：上記、地域の中での役割を在宅で提供～「病院機能の宅配サービス」
　　　　※他の社会資源と有機的に連携しながら地域支援体制を構築していく必要がある！

　＊小池氏「都道府県の立場で」
　　→神奈川県精神障害者地域ケアシステムについて（提案）
　　　・基本的な考え：精神障害者の社会復帰促進に向けた社会資源の整備として、ハード面では社会復帰
　　　　　　　　　　　施設の整備を、ソフト面では地域ケアのシステムづくりが必要
　　　・地域ケアシステムの基本の柱
　　　　　　(1)医：医療サポートシステム（精神科救急、医療サービス）
　　　　　　(2)職：就労サポートシステム
　　　　　　(3)食：食事サポートシステム
　　　　　　(4)住：住居サポートシステム
　　　　　　(5)友(遊)：セルフヘルプグループ・サポートシステム
　　→上記システム導入にあたっての問題点
　　　・社会資源の数、質についての都市部、郡部の地域格差

　　　・経済的問題
　　　・フットワークが生かせる支援者の確保
　　　　　※地域で小回りがきく活動ができる新たな支援者が必要。当初は地域生活支援センターにその役
　　　　　　割が期待されたが、基幹型である以上難しい。今後、「地域生活コンセルジュ事業」（生活支援
　　　　　　サポーター事業）として提案し、展開していくことを検討している

≪考察≫

　障害者自立支援給付法については、障害者の自立生活支援、という目的の一方、当事者負担が重くなる点が問題視されている。介護保険制度設立の際にも同様の問題があり、シンポジストの中には「どうして同じような過ちを繰り返すのか」といった法改正に対する批判を述べる方もいた。

　福祉には莫大なお金が掛かる。日本は、今のところ他の福祉先進国のように国民の税率を上げて医療・福祉施策にポンと投じられるような状況ではないし、ましてや赤字財政と言われている昨今、当事者負担が増えることも仕方がないことなのかもしれない。

　しかし、ここで当事者と制度を結びつける役割として、ソーシャルワーカー等の支援者の力が量られるのではないだろうか。限られた社会資源の中で、どうやって本人の生活を守り、最低限の生活を維持していくのか、生活の質を上げていくのかを、本人とともに考え、社会資源が不足なのであれば、既存のものをうまく応用したり、新しく作るなどの働きかけをしていかなければならない。

神奈川県精神障害者地域ケアシステムのなかで、「フットワークが活かせる支援者」の必要性が話されていた。フットワークが活かせる、とは、当事者が必要なとき、必要な場面で、必要な分だけ支援する、ということだという。本来であれば、支援者としてそうありたいとも思うがなかなか難しい。しかし、その形に少しでも近づいていけるよう努力したい。
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